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1. はじめに

最近では，技術進歩を知的資本，または人的資本の蓄積として捉え，内生的

に決定する試みが盛んに行われている（Romer〔5, 6, 7〕， Lucas〔3〕）．ま

た，従来の新古典派型成長モデソレの分析ではあまり重要視されなかった，政府

＊ 本稿は， 1991年度理論・計量経済学会西部部会（於甲南大学）において報告された

論文K，加筆，修正したものである．学会において，討論者として有益なコメントをくだ

さった西岡英毅氏（大阪府立大学〕に感謝の意を表する．
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活動と長期の経済成長との関係を研究する試みも多くの論者によって行われて

いる（Barro〔1〕， Barroand Martin〔2〕， Rebelo〔4〕）．本稿では，乙れら

一連の内生的成長モデノレの中で，特に，政府の学校教育政策によって人的資本

が蓄積されるモデノレの構築を試みる．

ととろで，政府が学校教育を行うためには，学校を建設したり教員を雇うな

どして，教育環境を整えることが必要であるので，それらの費用を賄うため，

政府によって一定の税p （とれを教育費と呼ぶ）が各個人に課せられなければ

ならない．そして教育費ρが高くなると，設備などが充実する結果，教育環境

は向上する． よって，教育環境を表す係数をαとすれば， Gは教育費ρの増加

関数というととになる．

新しい知識の習得は，この教育環境αが高ければ高いほど，良好となる．ま

た，より多く学校に通ったり，予めより多くの知識が習得されていれば，当然

のことながら，やはりより多くの知識を新たに習得できる．したがって，新し

い知識は，教育環境αや学校教育時間，そして，それまでの知識くまたは人的

資本〉のストック hによって生産される，と考えるととができる．本稿では，

乙のような知識の生産関数をモデノレの中に取り入れる．

学校教育によって人的資本が蓄積されるモデルの構築は Uzawa(lO〕や

Lucas〔3〕などによって，乙れまで試みられてきた．しかし，彼らのモデjレで

は，知識の生産は学校教育時間と知識のストックのみによって行われていた．

したがって，今回提示されるモデルでは， Uzawa-Lucas型の知識の生産関数

に，教育環境を表す係数。（p）を組み込んだ点が特徴となっている．

知的資本の蓄積を取り扱った代表的な内生的成長モデルとしては， Romer

〔5〕が挙げられる．彼は，知識の規模に関する収穫逓増，知識のストックの

外部効果などの仮定のもとで，競争均衡径路（CE）と社会的最適径路（SO)

が異なる乙と，無限に知識が蓄積されていく最適径路が存在する乙となどを示

した.CEとsoとが事離するのは，知識のストックの外部効果が存在するた

めである．また，無限に知識が蓄積されていく最適径路が存在するのは，知識

の規模に関する収穫逓増の仮定をおいたからである．しかし，無限に知識が蓄

積されていく最適径路が存在するためには，必ずしも知識の規模に関する収
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穫逓増の仮定は必要ではなく，収穫一定で十分である1). そとで本稿では，

Romerと同様に知識の外部効果は仮定するが，生産関数は知識の規模に関し

て収穫一定となるようなモデソレを考える．なお，知識の外部効果は財の生産だ

けにとどまらず，新しい知識の生産に対しでも正の効果をもつものとする．

政府活動と経済成長の関係を取り扱ったモデルとしては， Barro(1〕， Barro

and Martin〔2〕， Rebelo〔4〕が挙げられる．彼らのモデルによれば，一国の

長期経済成長率は政府の設定する税率（比例税）に依存して決定される．との

ととから，各国聞の長期経済成長率が異なる原因を，各国聞の財政政策の違い

に求めることができる．これに対して，本稿では，成長率は教育費の関数とな

るととが示される．との結果，各国閣の成長率の差異は，各国聞の教育費の違

いとして説明されることになる．

以上のフレームワークの下で，本稿でほ次のように議論が展開される．まず

第2節で，学校教育による人的資本の蓄積モデjレが提示される．基本的に，こ

こでのモデルは教育費の徴収方法を除き，拙稿〔8,11〕で用いられたものと

ほぼ同じものである．拙稿〔8,11〕では学校教育を受ける者が，単位時間当

たり ρの教育費を政府に支払うという形式をとっていた．これに対して，今回

提示されるモデルではpが定額税として政府によっで徴収されるという点が異

なっている．第3節では，あらゆる情報を知ることのできる社会計画担当者に

よる最適消費計闘が考察される．そこでは，まず実行可能径路などを定義した

うえで，教育費を所与とした場合の問題を示し，その解となる径路上での消費

や人的資本の成長率を求める．なおそのとき，最適径路上では，成長率は教育

費によって決定され，さらに，人的資本は時間とともに無限に蓄積されていく

ととが確認される．次に，教育費を操作変数とみて，社会厚生を最大にするよ

うな教育費を求める問題を考察する．第4節では，消費と人的資本の蓄積を行

う主体と，教育費を決定する主体とをそれぞれ householdproducerと政府

とに分けて考え，前節と同様の分析を行う．つまり，教育費が与えられた場合

の最適窪路上での諸変数の成長率を導出し，次に政府によ石最適な教育費の決

1) Romer〔6〕pp.93 94, Barro〔1〕， Rebelo〔4）等を参照．
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定問題を提示する．第5節では，第3節と第4節とで得られた結論の比較検討

を行う．そとでは，成長率と厚生の両面において，社会計画担当者の問題の解

が分権的な問題の解を上回る乙とを示す．第6節では，教育費の変化が成長率

や社会厚生にどのような影響を与えるのかを考察する．また，教育費と成長率

の関係から各国経済の不均等発展が各国聞の教育費の差異によって説明でき

る乙とも明らかにする．

2. モデル

社会にはN人の household-producerが存在し，人口成長はないものとす

る．各労働者には，各時点でー単位の時聞が与えられており，それを労働uか

学校教育 1-uに割り当てるととができる．また， t時点での個人 iE{1,・・,N} 

の知識のストックを h;(t），社会全体の知識の総ストックを H（りとする．

t時点での社会的平均の知識のストックはんの＝H(t)/Nで表される．との

とき， t時点での個人 iE{l，…，N｝の財の生産 y;(t）は

Yi (t) =hf (t)u(t)h; (t); O三三γ，E三二1,

で表される．と乙で， h;(t）は財の生産に対する知識の外部効果を表している．

とれは，知識のスピjレオーバー効果のことである．以下，同質的個人を仮定

し，各個人のt時点での知識のストックを h(t）とすると，各個人の財の生産

y(t)は

y(t)=h"I (t)u(t)h; (t), (1) 

となる．

新しい知識の生産はど＞o，として，

h(t) = (h'Y (t)h; (t））＇・ G(u(t),p);

G(u(t), p) ＝α（p) (1-u(t)), 

(2) 

(3) 

で表されるものとする．ただし， pは政府により徴収された定額税 (lump-sum

ねxation）であり，教育環境αの整備に用いられ，以下の条件を満たす．

p>O: const.；α（0) =0, a' （ρ）＞o. a8(p)<O. 

また，（2）の中にも h；＿がはいっているが，これは知識のストックが教育面にお
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いても正の外部効果を有しているととを表している．

(3）より，任意の P>Oに対して

G(u, p）二三G(I,p) =0, 

- 59ー

なので， h（の二三0,ha(t）二三0,Vt二三Oと仮定すれば，（2）より h(t）二三Oであるこ

とがわかる．これは，知識は減耗しないことを意味する．

各個人は，上述の生産関数lとより，各時点で y(t）の財を生産する． しかし

そのうちの pは定額税という形で政府に徴収されるので，各時点での消費cは

y(t)-pを越えない範囲で行われる．そして，各時点での個人の効用 Uは消費

C によって得られ，とれを関数の形で U(c):R！→R と記す．この効用関数は
以下の性質をもっ．

(i) U(c）は2団連続微分可能である．

(ii) 任意の c>Oに対して， U'(c)>O,U0（の＜o.
第3節や第4節の後半部分では，諸変数の成長率を具体的に計算するため

に，効用関数を

U（の＝ln(c),

に特定化する．

3. 社会的最適径路の導出

3.1 実行可能径路と Romer径路

ことでは，あらゆる情報を知っている社会計画担当者が存在し，彼によって

最適消費計画が立案されるものとする．そのような状況下では，計画担当者は

ha(t) =h(t), vt>o，というととを正確に把握できる．したがって，計画を考え

る際に利用される財や知識の生産関数は，（1), (2), (3）より，次のようなものに

なる．

y(t) =h"l+E (t)u(t), 

h(t) =h句+E>~ (t)G(u(t), p). 

ととで，次の仮定を設ける．

仮定1 ry＋と＝l.

(4) 

(5) 
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仮定1より，（4),(5）は

y(t) =h(t)u(t), 

h（り＝hi;(t)G(u(t). p), 

(6) 

(7) 

となる．

ととで，次の定義がなされる．

定義1 h(O) =hoが所与の下で， pが時刻 t二三Oにおいて実行可能であると

は，その pに対して

y(t）二三c(t)+p, 

を満たす y(t）二三Oと消費 c(t）二三0が存在する乙とである．

との定義は（6）を用いると，次のように言い換えられる．

命題1 h（の＝hoを所与の下で， ρが時刻 t>oにおいて実行可能であると

(8) 

は，その pに対して

h(t)u(t)-p二三o.
を満たす u(t)E[O, 1］が存在するととである．

証明：定義と（6）より明か．

さらに， pの実行可能性に関して次の命題を得る．

命題2 h(O) =hoが所与のとき， pが任意の t二三Oにおいて実行可能である

(9) 

Q.E.D. 

ための十分条件は pくんとなることである．

証明： p三二hoであれば，

Vt二三o.h(t)二三九三p,
が成立する．なぜならば，知識は減耗しないからである．とこで， u(t)=-=1 と

すると， pζhot乙対しで（9）が成立する． したがって， pは命題1より実行可能

であるー ‘ Q.E.D. 

以後の分析では，次のととを仮定する．

仮定2 pは区間 ［O,h。］の範囲内で選択される．

仮定2が満たされた場合，各時点で（9）が成立するための u（りについての条

件は次のようになる．

命題3 h(O) =hoと pE[O, ho］が所与の下で，任意の－t二三Oに対して（9）が

成立するためには， u(t）が p/h(t）以上となることである．
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証明：（9）からただちに， u(t)二三p/h(t）を得る．

- 61-

Q.E.O. 

さて， h(O)=h。＞oと pE[O,ho］を所与として，実行可能径路を次のように

定義する．

定義2 ある区分的連続関数 c(t): [0, oo）→R;, u(t) : [O, oo）→［ρ／h(t), 

1］が存在して，

h(t)u(t）二三c(t)+p, 仕切

h（の＝ht:(t）α(p)(1-u(t)), (11) 

を満たす区分的連続微分可能な連続関数 h(t): [0,oo）→R！はhoから出発す

る実行可能な経済成長径路と呼ばれる．

さらに，実行可能な経済成長径路の中から，効率的な経済成長径路を次のよう

に定義する．

定義3 条件

h(t)u(t) =c(t) + p, U2) 

を満足する実行可能な経済成長径路｛h(t）｝二。は効率的な経済成長径路と呼

ばれる．

実行可能な経済成長径路上では，huが与えられると，｛u(t）｝二。と｛h(t)}7=0 

の聞には日1）から一対ーの対応関係があるととがわかり， さらに効率的な経済

成長径路上では｛h(t）｝二。と｛c(t）｝二。との聞にも一対ーの関係、があるとと

が，（12）からわかる．したがって，効率的な経済成長径路の集合を考える場合，

制御パラメータとしては uのみを考えればよいととになる．そ乙で，以下

h(O）＝んを所与として，効率的な時間径路｛h(t）｝工。とそれに対応する制御

パラメータ uの時間径路｛u(t）｝二。の組の集合をSで表すととlとする．

乙とで，本稿で扱われる最も重要な径路が，次のように定義される．

定義4 pと h(O)=hoを所与として，下記の（i), (ii)の条件を満足する人的

資本の成長径路は Romer径路（Romerpa th）と呼ばれる．

(i) ({h(t)}7=o• {u(t）｝に。）ES,

(ii) lim h(t) = oo. 

効率的な経済成長径路の中に Romer径路が存在している場合，その Romer

径路は次のような特性を持つ．
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命題4r<1であれば， Romer径路上で t→∞とした場合，hの成長率は
ゼロになる．

証明： G（仏p）三二G(O,p）なので，（7）より

す＝h'-1G(u,p）ζh吋（0,p), 
である．とのとき， r<1であれば

日記h'-1G(O,p) =0, 
となるので， h/hはゼロに収束していく．

(6）より，

Q.E.D. 

タ－ h ' ii, ー）一一－y h 』 u

なので，もしもと＜1であれば Romer径路上でhは長期的にyの成長に寄与

しなくなる．このような結論を避けるためにはど::2::1でなければならないが，

以後の分析では特に，次のように仮定して議論が展開される．

仮定3 t=1. 

仮定3から，日1）は

ft(り＝h(t）α（p)(1-u(t) ), (13) 

となる．

3.2 社会計画担当者の問題

乙とでは， h(O)=h。と pE[0, h。］を所与とした場合の，社会計画担当者に

よる最適消費計画を考える．彼の直面する問題は， o>Oを割引率として，

m:xJ:e-8 t U(c(t))dt 
s. t. h(t)u(t) =c(t）十p,

h(t）ロ G・（1-u(t))h(t),

u(t) EI __e__ 1 I 
L h(t）’J’ 

で与えられる．

制御パラメータをcからulこ変えると，問題ば次のようになる．

m:x f: e-8 t U(h(t同） ~p)dt 凶
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s. t. h(t〕＝a(l-u(t))h(t〕，

u(t）εl_e_,11. 
L h〔t〕」
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以下，との問題の解である最適な（｛h*(t)}7-o,｛が（t)}';'_0) ESが存在する

と仮定して，通常の HamiltonianDynamics による分析を用いて，最適荏路

の導出を行う．

Hamiltonianは， λ：未知補助変数，として

H(u,h，λ〕＝U(hu-p) ＋λ［σ（1-u)h], (15) 

となる．よって， HamiltonianDynamics は

h=a(l-u)h, (16) 

aH 
2=o2--ah 

＝ね－u・U'(hu－ρ）－a・（1-u),1， 聞

であり，横断性条件（Transversality condition〕は

lime-st h(t)J.(t) =0，間

である．

最適なuは次の条件を満足しなければならない．

maxH, 

s. t記［す4
ここで， lime→oU'（の z 十∞という仮定を加えると， Hを最大にする u＊ が

ρ／hとなる可能性ば排除される．つまり，

UE（す4
さらに，（15）から直ちにわかるようにHはulこ関して凹なので2),Hを最大にす

るようながは，（i）一階条件

U1 (hu-p) ＝αλ， （19) 

を満たすものとして得られるか，（ii）ポ＝1となるか， またはその双方を満た

2) 聞の右辺第1項はuIC関して凹であり，第2項は ulζ関して線形なのでHはulζ 

関して凹関数となる．
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すかである．つまり，｛u*(t)}7=o上でポ（t）は各tごとに（i), (ii)の二つのケ

ースのうちのどちらかの状態〈または双方を満たす状態）にあ忍.(i）の場合，

h二三Oとなり， (ii)の場合， h=Oとなる.hは非負であったので，（丸 λ〉相平面

はとれら二づのケースのいずれかに分けるととができる．つまり，一階条件が

有効である領域と有効でない領域とに分けるととができる．そして，とれら二

つの領域の境界を h=Oisoclineと呼ぶと，との isocline上では U1(hu-p)= 

αλ とu=lの双方を満たさねばならない．したがって， h=Oisoclineは

で表される．乙のとき，

J.=U'(h一ρ） ，側
α ’ 

d). un (h-p) 
一一＝ ドく0,
dh a 

となるので， h= 0 isoclineは（ゐ，λ〉相平面内で右下がりであることがわかる

く図1と図2の実線）．

一階条件が有効である領域では併はhとλの関数として表される．乙のと

き側より

バ＜o,uf<o. 
であるので

ぶh，トィ去＝α(1-u仇 J.)),

とおくと，

aA 
一一＝－auλ＞0.a;. 包1)

との関係から， h=O isoclineよりも上方では h>o，下方では k=Oとなる．

なお， h=O isoclineよりも上の領域（j.)ではボ巴（p/h,1)となり，下の領域(ii)

では u*=lとなるととが（16）よりわかる．

次lと， λの動きを考える．間より， i=Oisocline・ は

8λ－uU' (hu-'p)-a(l-u）λ＝O, 四）

で表されるが， u*E(p/h, f), u*=lのケースに応じて，以下のようになる．

(i) u*E （ρ／h,1）のとき，日（19）が成立するので，（包）は次のようになる：

(8-a）入＝O.
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よって，との場合， 8＝σでない限り，え＝Oisoclineは （h，λ〉相平面上では

λ＝Oで表される．

(ii) u*=lのとき， (22)は

J.= U' (h一ρ〉
0 間）

で表される．

(i）の場合において α＜oであれば，入＝0より上方での λの動きはえ＞Oと

なり， a>oであればえ＜oとなる.u*E (p/h, l｝である領域は λ＝Oよりも
上方にあるので，との領域内では α＜oであれば A>O，α＞oであればえ＜O
となる．

(ii)の場合， λの動きは

え＝oλ－U'(h-p), ω 
で表されるので，闘で表される A=Oisoclineよりも上方，つまり

U' (h－ρ） 
え＞ 0 I"' 

であるような領域では， A>Oであるととが凶よりわかる．同様に，間｝よりも

下方であれば A<Oとなる．そして， α＜oであれば

U' (h-p)..__ U' (h一ρ）
α ／。

なので， （h，λ〉相平面上においてωで表される A=0 isoclineは仰で表される
五＝Oisoclineの下方に位置する．つまり，聞の A=0 isoclineは α＜oのと

き， u*=lとなる領域を二分する．よって， u*=lとなる領域内で闘のえ＝O

isoclineより上方では A>O，下方では jくOということがわかる．したがっ

て， a<oの場合の位相図は，図1のようになる．

逆に σ＞oであれば凶で表される h=0 isoclineの上方に闘で表される A=

Oが位置する．したがって， u*=lとなる領域は闘の A=O isoclineよりも下

方に存在するととになるので，との領域内では A<Oということになる．した

がって， α＞oの場合の位置図は図2のようになる．

α＜oの場合， hが成長してい〈最適な径路は存在しないものと思われる．な

ぜならば，図1で表されるすべてのトラジェクトリは横断性条件闘を満たさな
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λ－互色二盆一 a 、‘．，，・唱EA
－－－
A
 

，，．‘、

λ＝O 
h ρ 。

。く6の場合図1

乙れからは α＞oの場合を考察することにすそとで，7
Q
 

あで吉り、A’力”つろあでい
る

ことで，次の定義がなされる．

定義5 次の条件を満たす時間径路｛u(t）｝に。とそれに付随する｛h(t）｝二。

ば内部的な経済成長径路（Interiorpa th）と呼ばれる．

( {h(t)} 7=o• {u(t)} 7=o) ES, 

任意の t二三Oに対して， u(t)E (p/h(t), 1), 

）
 
i
 

（
 

、lJi
 

－

－

 
（
 
または，同じととであるが

(ii）’任意の t二三Oに対して， hCt)>o.

図2からわかるように，んから出発するくh，λ〉相平面内でのトラジェクト

そしそうでない径路に分けることができる．りは，内部的な経済成長径路か，

そうでない径路上では次の条件を満たす f二三Oが存在することが，図から

回）

読み取れる：

ぜ二三O;Vt二三l,u(t) =1. 

α＞oのとき，次の命題が成立する．

て，



λ 

。
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ム
ρ 

λ：：；O 

h 

図2、a>i'Jの場合

h 

ーも守一

命題5 最適径路が存在すれば， それは内部的な経済成長径路である．

証明：｛u(t)}7=oが内部的な径路でないならば，闘が成立する．

とき，

よってとの

Vt二三t,h=O. 

したがって，

Vt二三五 h(t）＝五＞o:const., 

となる．また， (1司より

i=oλ－U’（h（の－p),
であ~が，任意の t二三t については

となる．幽の一般解は，

i=.olーU’（Ji-p),

U’（五－p);C伽 st.，であることに注意すると，

U' （五一ρ）
λ（t）＝λ（O)eat＋ーすー，

である． ととろが， とのとき

儲）
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r U' (h一ρ）1e-B t J..(t)h(t) =e-a t ~J..(O)eB t十 0 ド ~ 

hU' (h一ρ） I: t =J(O)h+ o ド e Bt, 

なので， t→∞とすれば

lim e-81 J(t)h(t) =J(O)hチ0,

となって，横断性条件（18）は成立しない． Q.E.D. 

3.3 諸変数の成長率の導出

前節の議論で，最適径路は内部的な経済成長径路であるととが明らかにされ

た．とこでは， Uくの＝ln(c）として，その内部的な経済成長径路の中から最適

成長径路を選び出し，成長率を計算する．内部的な径路においては（19）が成立し

ていなくてはならないが， U(c)=ln(c）のとき，聞は

1 _=aJ(t), 
h(t)u-p 

と表す乙とができるので，乙れから，

「1 . l 1 
u=i万工十PIT・

を得る．すると， HamiltonianDynamicsは（1日，（17）より

h=ah-aρ－十

側より，

なので，四）は

え＝oJ-uaJ-a(l-u)J

=Co-a）λ 

λ（t) ＝入（O)eCB-a>t, 

h=ah-aρ一品ァ（a-8)t 
乙れは，線形微分方程式なので，解は

信n

四）

(29) 

(30) 

r 1 1 h(t) =-e<a-8)1 + ~h --"-'---p~eat 十ρ，。1)
oJ(O) l o-oJ..CO) J 

となる．側には λ（0）が残っているが，これは横断性条件（18）！とより決定され
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る．まず，

「 1 , f 1 1 l 
e-8 t J..(t)h(t) =e-8 t J..(O)e<ll-a) t I－ーがa-8)t+ih ~ I l oJ..(O）、 lO ol(O）一PJea J 

＝÷e叫（バ（O)ho一÷一μ叫＋ρA（ 一at，白
となる.t→∞として極限をとると，（32）の右辺第1項と第3項はゼロlと収束す

るので，横断性条件（18）が成立するためには，

A(O)=~ 
o(ho-p) 

でなければならない．関より側，（31）は

え（t)- 1 -e<ll-a)t, 
-o(hoーρ）

h(t) = (ho-p)e<a-ll) t ＋ρ， 

(33) 

(34) 

(35) 

となる．さらに間より，

u（ト［1-〔ho-p)eCa一川かho;_p)e<a一叫pJ-1, 側

となる． とのとき，確かに，吋十1）となっている.u>p/hは間より明

かである．さらに， x(t)= (ho-p) eca-ll) tとおくと，旧日は

_h (t)+p 
u(t）ー「
x(t）＋ρ 

となり， o／α＜1から u<l、であるとともわかる．

聞と倒より，最適径路上でのいくつかの重要な性質が確認できる．第ーに，

λ（t）と h(t)の成長率は，それぞれ o-a（ρ）＜O,a（ρ）－o>Oであり，教育費

pの関数である．第二に，最適径路は Romer径路となっている．なぜならば，

闘で t→∞とするととで h→∞となるからである．第三K，四）と c=hu-p

から

c(t）＝」一αえ（t)
なので， c(t)の成長率も α－CJである．第四lと，最適な u(t）の径路は移行過
程を持ち， o/atr収束する．そして， u(t) の成長率は Iimt－参ooU(t) /u （り＝ O

である．第一と第四の事実は， yの成長率 C=h/h+ulゆが，長期的には五／h=

α－oに近づいていくととを意味する.a＝α（p）であったので，このととから，
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yの長期的な成長率は教育費pによって決定される乙とがわかる．

3.4 最適な教育費

とれまではpを固定して考えてきたが，次に社会計画担当者による最適な p

の決定問題を考察する．社会計画担当者は任意の pに対する各個人の最適反応

仰を考えながら，各個人の厚生を最大にするような〆を決定していくものと

する．乙のとき，社会計画担当者の問題は次のように表す乙とができる．

m;x m!x J: e-8 t U(h(t)u(t)-p)dt (37) 

s. t. h＝α（p〕（1-u(t:〕〕h(t:〕，

h（伽ho,UEぽ斗同（p,ho].
ただし， pは α（p)=oであるようなものとする.pが所与のもとで，各個人の

厚生を最大にするuは町）で与えられていた．そこで， UCの＝ln(c）のとき，任

意の ρε（p,hu］に対して，

(oo 「00 I 1 ¥ 
max I e-8 t U(h(t)u(t）一ρ）dtロ le-ll tin( )dt. (38) 
JO J 0 ＼α（ゆえCt〕｝

乙乙で， λ（t）は闘で与えられるので，側は

｛コ－lltln（－的円
Qα〔p〕 Lα仁ρ，） 0 

となる．したがって，社会計画担当者の問題は次のようになる．

maxl.J1n/ o(ho-p)¥ ＋百位二引
P o r ¥ a(p) J ＇。 j

社会厚生を最大にするようなpはとの問題の解として得られる．

4. 競争均衡径路の導出

4.1 Household-Producerの問題

U姉

前節では集権的意思決定下での計画担当者の問題を考察したが，乙乙では，

分権的意思決定の下での最適消費計画を考える．分権的意思決定下で怯，各個

人はpと ｛ha(tう｝二。を所与としで行動する点が特徴となっている．
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まず， pと ｛ha(t)} 7=0が所与の下で， 実行可能径路と効率的径路が以下の
ように定義される．ただし，本節でも仮定1～3の下で議論が展開される．

定義6 ある区分的連続関数 c(t): [0, oo）→R}, u(t): [O, oo）→［p/h(t), 1] 

が存在して，

h 'f (t)h~-'( (t)u(t）二三c(t)＋ρ， 

h (t) = h 'f (t) h1;'f (t）α（ρ，） (1-u(t)), 

を満たす区分的連続微分可能な連続関数 h(t): [0, 00）→mは hoから出発す
る実行可能な経済成長径路と呼ばれる．

定義7 次の条件

h"I (t)h1;"1 (t)u(t) =c(t) + p, 

を満足する実行可能な経済成長径路｛h(t）｝工。は効率的な経済成長径路と呼

ばれる．

ここで，効率的な径路の中から，各個人による最適な｛h(t）｝工0,{u(t）｝二。

の選び出しを考えてみよう．各個人は h(O)=ho,pE[O,ho], {ha(t)}7＝。を所

与として，次のような問題に直面している．

11;むxJ:e一otU(h

s. t. h＝α. (1 一 u)hザh~－"I.

UEは，1].
との問題の HamiltonianHは

f主（u,h, ha, J..) =U(h守h1;"1u-p) +J..[a(l-u)h"I h1;"1］，倒

Hamiltonian Dynamics は

h=a(l-u)h"I h~- "I' 

oH 
え＝oJ..--
ah’ 

位3

= 0J..-rh"l-1h1;"1 uU' (h"I h1;"1 u-p)-rh"l-1J..a (1-u)h~－"I，幽

である．以下，競争均衡径路の導出を行うが，均衡では，各個人によって予想

された ｛ha(t）｝二。が同質的個人の知識の蓄積径路｛h(t）｝二。に一致していな
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くてはならない．つまり均衡ではん（t)=h(t)' t二三Oが成立していなければな

らないのである．乙の条件を（43），幽に代入すると

h＝α(1 _;_u)h, 

え口8λ一γuU'(hu-p）一γλα（1-u),

を得る．横断性条件は

lim e-8 t h(t)).(t) =0, 

である.Hがuに関して最大化されるための条件は

U'(hu-p）＝α入 ifh>O. 

u=l if h=O, 

である．

（品）

側

(47) 

働

側

(16）～（18）と倒～聞とを比較してみると，集権的意思決定問題と分権的意思決定

問題でのダイナミックスで異なるのは，入の微分方程式のみである．そこで，

以下（46）で記述される λの動きを調べてみる.iz>oであるような領域でのえ＝
0 isocline は

え＝oλ一γua入一γ入α（1-u)

=Co－γα）λ＝O. (50) 

ことで γα＞oとすると，え= 0 isoclineは λ＝Oとなり，入口Oよりも上方で

は AくOとなる．したがって，分権的意思決定下での位相図としては，図2と

同様のものが描かれる．

4.2 諸変数の成長率の導出

ととでは， U（の＝ln(c）として， γα＞.oのときの分権的意思決定下での諸変

数の成長率を求める．

iz>oの領域で，最適なuは
「1 . 1 1 

U＝は7「十Pjヲー，

で与えられるので， HamiltonianDynamicsは

h=ah-c--ap一÷，
~＝ Co －γα〉入，

(51) 

(52) 
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となる.(52）より，

入（t)＝λ（O)ecB-,ya> t, (53) 

なので，聞の解は

h(t)- 1 e(,ya-8)t 十 ~ho- 1 一ρ~eat+p, (5品
一（o-Cr-1）α）l(O) l Co-Cr-1）α）l(O) l"J I" 

となる．さらに，横断性条件聞から

l(O) = l 
CoーCr-1）α）(ho－ρ）’ 

を得るので，同より倒，倒は

え（t）ロ CoーCr-r1a)Chλe(8-,ya)t, 

h(t)=(ho-p)e (,ya-B)t+p, 

となる．とれらの結果から，最適な u(t)は

u（叫 CoーCr－γ例。－pい叩＋pJ [(ho-p川 a－叫

旧日

(56) 

間

で表される．側， mより，分権的意思決定下での長期的な λ（t)とh(t)（また
は c(t）） の成長率は，それぞれ o－γα，γα－oとなることがわかる．

4.3 政府の問題

政府は個人の最適化行動を完全に知るととができると仮定した場合，政府に

よってどのような pが選択されるのであろうか．ここでは， pを操作して社会

厚生を最大にしようとするときの政府の問題を考察する．

分権的意思決定下での政府の問題は，次のようになる．

m;x m~xf:e-0tU仰；－,yu-p) (59) 

s. t. h＝α（p)(l-u)h7h1;7, 

h(O）＝仇 uE（す1］，阿p,ho]. 
ただし， Jは γα（p)=oとなるようなものであり， a(p）の性質と pく1から
P>Pとなる．ととで，均衡条件 h(t)=ha (t), Vt二三Oと，最適なuが満たすべ
き一階条件を＇（ 59）に代入し，側を用いると，
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maxi二－atU(h(t)u(t)-p)dt= Iコ－atlnl J )d Jo P Jo ¥a（ρ）J.Ct)r 

=_!_frn(CoーCr-1）α（p))(hoーρ〉いra(p)-oi，側
l ¥ a(p) I o J 

となる．したがって，最適な ρは側を最大にするようなものとして得られる．

5. 両径路の比較

3節と 4節で，社会的最適径路（SO）と競争均衡径路（CE）上での成長率

や，社会厚生を最大にするpの満たすべき条件などを考察した．ここでは，前

節までに得られたそれらの結果の比較検討を行う．

まず， soと CE上での成長率や厚生の比較を行う．次の補題は，教育費 p

が同ーの値に設定された場合の，両径路上での成長率を比較するものである．

補題1 pE  (p, ho］を所与とした場合， CEでの h(t），または c(t）の成長

率は， soでのそれらの成長率を上回ることはない．
証明：soでの h(t),c(t)の成長率は α－oであり， CEでの成長率は γα
-oであった．ここで， γζlなので，

Vρ巴 （p,hια（p)-o二三γα〈ρ）－o,
となる． Q.E.D. 

補題1の証明から， γの値がu乙近づけば， CEでのhの成長率は soでの

成長率に近づくこともわかる．

集権的意思決定下での厚生を最大にするような教育費を ρ！oE(p,ho］とし，

分権的意思決定下での厚生を最大にするような教育費を PさEE(p,ho］とする．

乙のとき，次の命題が成り立つ．

命題6 so上で教育費を点。としたときの h,C の成長率は， CE上で教

育費を PiEとしたときのh,Cの成長率よりも高い．

証明： I=(p, h0］とおく.Ic(p, h0］であるが， I上で補題1が成立するの
で，

a（ρ！o)-o二三山ヂ｛α（p)-o}
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Q.E.D. 

次に， soとCE上での厚生の比較を検討する.pを所与とした場合の so

とCEでの厚生は，それぞれ側と側とで与えられていた．そとで，側を A(p)'

側を B(p）とおくと，次の補題が得られる；

補題2 pE (p, ho］を所与とした場合， soでの社会厚生は CEでの社会厚
生よりも高い．

証明：任意の pE(p, ho］について，
(p) 

o(A(p)-B（ρ）） =ln(o)-ln(o-(7-l)a(p)) + Cl-r）うL

,_ ( 0 _(1-'Y)*¥ 

一山＼ 0ーCr-・1）α（pJf;) -J 

( o ( a (p) ¥ ¥ 
>ln( _ (1+ (1 ーγ）~ll
¥o-Cγ－1）α（ρ）＼ 1 o JI 

=ln(l) =0, 

となるので，

V pE (p, h0], A(p) >B(p), 

が成り立つ．

補題2から，次の命題が得られる．

Q.E.D. 

命題7 so上で教育費を pJ。としたときの厚生は， CE 上で教育費を

P~E としたときの厚生よりも高い．

証明：補題2から

となり，命題は成り立つ．

A（ρJo）二三m:fACρ〉

>m~fB(p) 

=B（ρむ），

Q.E.D. 
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6. 経済成長，社会厚生と教育費

乙乙では，教育費が変化した場合，成長率や社会厚生がどの様に変化するか

を考察する．また，関数 α（p）と最適な教育費との関係もあわせて考察する．

まず，教育費の変化が成長率に及ぼす影響は，次の命題で示される．

命題8 両径路上での h,Cの成長率は， pが増加すると高くなる．

証明： α（p)-o, rya(p) -oをpで微分すると，仮定より a'(p) >oなので明
か・ Q.E.D. 

次に，教育費と厚生の関係、を社会的最適径路の場合について考察する．両者

の関係、はωの目的関数で表されていた．そこで，
g(p)=lfin（也ヒ引＋ α（ρ）－ol 。l¥ a（ρ） I J 

とおいて， g(p）の一階条件を求めると，

α（ρ） 1 
一一一一＝ +l, (61) o (ho-p）ゲ（ρ）

を得る．側の左辺と右辺をそれぞれpの関数とみてグラフを描くと図3のよう

になる．とこで， g(p）くg(pぎ。）と仮定すると，最適な pは図の pぎ。となる．

pく点。くhoなので， とのことから厚生はpの増加関数ではないととがわかる．

さらに， a(p）の形状と ρあとの関係を考察するために，

α（p) =p,,.; o＜σ＜1. 

と特定化し， σとρ3。との関係、を調べる．信1）の左辺を σに関して微分する

と，

今e>o,
なので，削の左辺はσの増加関数であることがわかる．これに対して，（聞の右

辺をσに関して微分すると，

1＋σInρ 
ーに－1く0,σ2(ho-p)p 

となるので，側の右辺はσの減少関数であることがわかる．よって，これらの
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寸前＋1n,a OJ 

。 ho ρ 

g（ρ） 

ρニ ho ρ 

図3

結果から最適な .otaは σの増加関数となることがわかる（図3の点線〉． し

たがって，命題8から， より高い σはより高い経済成長に対応しているとと

もわかる．

最後に，本節で得られた結論の中で特に命題8について，若干のコメントを

述べる．

経済発展論における近年の実証的研究から演鐸される事実の一つに，各国経

済の不均等発展を挙げることができるほomer[5, 6〕〉． ところが，従来の

Solow〔9〕などの新古典派型成長モデルによれば，政府の操作変数である貯蓄

率をどの様な値に設定しでも，同ーの人口成長率の下では，各国の経済成長率

は長期的に同じ値に収束してしまう．このため， Solowなどのモデルでは各国

間で異なる技術進歩率を外生的に与えなければ，各国経済の不均等発展を説明
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するととはできなかった．とれに対して，今回提示されたモデルでは，成長率

は政府の操作変数である教育費pによって決定され，かっ教育費が高ければ成

長率も高まることが示された〔命題8）.つまり， Lucas〔3〕の言葉を借りれ

ば，教育買は成長効果（Growtheffect）をもっζとが明らかにされたのであ

るの．したがって，命題8から，各国間で経済成長率が異なる理由を各国聞の

教育費の差異に求めるととができるのである． とのことを系としてまとめる

と，次のようになる．

系教育費が高い国ほど，長期的な経済成長率も高い．

7. おわりに

本稿では，学校教育によって人的資本が蓄積される場合の，最適人的資本ス

トックの成長径路の考察を中心に議論が展開された．特に，付）新しい知識は（i)

それまでの知識（人的資本）のストック，（ii）学校教育時間， (iii)教育環境，によ

って生産される，（ロ）知識（人的資本〕のストックは，財の生産と新しい知識の

双方に対して外部効果をもっ，という ζとを前提として分析が行われた．その

結果，最適掻路は人的資本が時間とともに無限に菩積されていく Romer径路

であり，その径路上での人的資本ストックの成長率は教育費の関数であること

が明らかにされた．また，人的資本ストックのもつ外部効果のため，社会的最

適径路と競争均衡径路での成長率や社会厚生が異なるととも示きれた．特lご，

成長率が教育費の関数であり，かっ教育費が高ければ成長率も高いという命題

8の結論から，各国経済の長期成長率の差異を教育費の違いによって説明でき

るととも明らかになった．以上が本稿での分析によって得られた主要な成果で

ある．

最後に，今後の問題点を指摘しておく．今回提示されたモデルでは，教育費

3) Lucas〔3〕p.12では，成長理論に登場する操作変数は成長率に影響を及ぼすもの

と，生産水準自体は変化させるが長期の成長率には影響を及ぼさないものとに分類さ

れることが明らかlこされている．そして前者の効果を成長効果，後者の効果を水準効

果（Leveleff巴ct）と呼んだ．例えば， Solowモデルにおける貯蓄率は水準効果をも

つが，成長効果はもたない．
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を定数としていた．しかし，経済が成長し，生産が拡大されるにもかかわらず

税額pが一定で，かつ ρが区間［O,ho］の範囲内で選択されるという仮定は，

分析の一般性を欠いているように思われる．実際，命題2からわかるように，

とれは pが実行可能であるための一つの十分条件にすぎない． したがって， p

の範囲を［0,y(t)J に拡大して，可変的な教育費の時間径路｛p(t）｝二。の中

から，社会厚生を最大にするものを選び出すような問題を次に考察しなければ

ならないであろう．また，人的資本のストックは，財と知識の生産の双方に対

して，同じ規模ば（t）の外部効果を有していた（（1）と（2））.しかし，それらが

同じ規模であるというととも一般に考えにくい．よって，財と知識の生産に及

ぼす外部効果をそれぞれ独立のものとして議論を行うととも，重要であると思

われる．

以上，いくつかの間題点が残ったが，とれらの問題は，各国閣の教育費と成

長率との関係の実証分析と併せて，今後の研究課題としたい．
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